
関係機関が連携した水害に対する事前準備のための取組

（多機関連携型タイムラインの策定・運用）

○事前準備のための取組として、多機関連携型タイムラインの策定・運用を進めていきます。

③減災に向けた更なる取組の推進

多様な防災行動を対象として、関係自治体に加え鉄道事業者やメディア関連等、多様な機関と連携したタイムラインの策定を進
めていきます。

多摩川タイムライン
基本組織

●水防管理団体（大田区、世田谷区、品川区、
狛江市、調布市、府中市、多摩市、国立市、立川市、
昭島市、日野市、八王子市、福生市、羽村市、
あきる野市、青梅市、川崎市、横浜市鶴見区）
●東京都、神奈川県
●気象庁（東京管区気象台、横浜地方気象台）
●京浜河川事務所

水防・減災活動等に
関わる機関

避難行動等に
関わる機関

防災情報提供等に
関わる機関

氾濫発生後の被害
軽減に関わる機関

●消防庁、水防団

●高速道路管理者、鉄道管理者
●バス協会、タクシー協会
●福祉施設管理者、福祉協議会 等

●メディア関連（ケーブルテレビ、ラジオ等）

●ライフライン関連（電気、ガス、水道、電話）
●建設業界（復旧等に関わる協定会社等）

STEP 1

STEP 2

段階的に連携機関の追加を検討

タイムライン策定検討会及びワーキングを実施

取組内容


